
令和２年度磐田市健全化判断比率等について 

 

平成１９年度に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が施行され、地方公共団体は財

政健全化判断比率及び公営企業に係る資金不足比率を算定し、監査委員の審査を経て議会に

報告した後、公表することが義務付けられました。 

令和２年度の本市の各指標は以下のとおりです。 

 

１．健全化判断比率 
（単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令和２年度 － － 3.3 － 

令和元年度 － － 4.4 0.3 

早期健全化基準 11.48 16.48 25.0 350.0 

財 政 再 生 基 準 20.00 30.00 35.0  

※ 実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合は、「－」で表示します。 

※ 将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回るため「－」で表示します。 

 

２．資金不足比率 
（単位：％） 

会   計   名 
資 金 不 足 比 率 

経営健全化基準 
令和２年度 令和元年度 

水道事業会計 － － 

20.0 下水道事業会計 － － 

病院事業会計 － － 

※ 資金不足額がない場合は、「－」で表示します。 

 

 

令和２年度決算に基づく磐田市の健全化判断比率は、令和元年度決算に引き続き各基準

を下回っており、健全状態であるといえます。 

令和２年度は、実質公債費比率は起債残高の減少等により 1.1 ポイントの減、将来負担比率

は充当可能財源等が将来負担額を上回る結果となり数値なしとなっています。 

今後も引き続き経費の節減や行財政改革を進め、財政の健全化に取り組んでいきます。 





令 和 ２ 年 度 決 算 値
地 方 財 政 健 全 化 法
健 全 化 判 断 比 率

磐　田　市

令和３年９月





健全化判断比率の状況

年
度

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

磐田市 － － 3.3 －

早期健全化基準 11.48 16.48 25.0 350.0

財政再生基準 20.00 30.00 35.0

令和元年度 － － 4.4 0.3

平成30年度 － － 5.1 0.1

令
和
２
年
度

参
考
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【実質赤字比率】

繰上充用額　＋　（支払繰延額　＋　事業繰越額）

標準財政規模

項　目 内　容

繰上充用額 歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額

支払繰延額 実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額

事業繰越額 実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

標準財政規模

地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般
財源の規模を示す指標であり、地方公共団体が通常水準の行
政サービスを提供する上で必要な一般財源の目安となる数値

{基準財政収入額－(税源移譲相当額の25%＋地方譲与税
＋交通安全対策特別交付金＋地方消費税交付金引上げ分
の25%)}×100/75＋地方譲与税＋交通安全対策特別交
付金＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額

※　参考
【実質収支比率】

歳入総額 － 歳出総額 － 翌年度へ繰越すべき財源

標準財政規模

項目 内容

歳入総額

歳出総額

翌年度へ繰越すべき財源 翌年度へ繰越した事業に充当すべき財源

標準財政規模 同前

実質収支比率　　　＝

　一般会計等（普通会計）を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

　一般会計等（普通会計）を対象とした実質収支の標準財政規模に対する比率

令和２年度決算額

91,287,617千円

90,038,716千円

実質赤字比率　　　＝ －

令和２年度決算額

0千円

187,769千円

39,167,553千円

2.70%

0千円

0千円

39,167,553千円
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【連結実質赤字比率】

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

標準財政規模

項　目 内　容

Ａ
一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適
用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実
質赤字の合計額

Ｂ
公営企業の特別会計のうち、資金不足額を生じた会計の不足
額の合計額

Bの内訳

Ｃ
一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を
生じた会計の実質黒字の合計額

一般会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

駐車場事業特別会計

Ｄ
公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資
金の剰余額の合計額

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

標準財政規模 同前

※参考
【連結実質収支比率】

（Ｃ＋Ｄ）－（Ａ＋Ｂ）
標準財政規模

　全会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

0千円

1,686,771千円

－

令和２年度決算額

連結実質赤字比率　＝

0千円

1,667千円

Ｃの内訳

1,061,132千円

366,050千円

0千円

1,955,025千円

252,906千円

連結実質収支比率　＝ 16.98%

5,016千円

4,967,256千円

Ｄの内訳 834,782千円

2,177,449千円

　全会計を対象とした実質収支の標準財政規模に対する比率

39,167,553千円
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【実質公債費比率】

決算額

5,710,577千円

5,583,290千円

5,655,549千円

3,471,648千円

3,215,293千円

3,036,079千円

1,203,431千円

1,243,140千円

1,345,630千円

6,632,647千円

6,517,554千円

6,472,200千円

38,391,104千円

38,285,303千円

39,167,553千円

4.23870%

3.26712%

2.67254%

◇令和２年度 準元利償還金（ｂ）の内訳

項　目 令和２年度決算額

① 0千円

② 2,753,810千円

③ 157,097千円

④ 125,172千円

⑤ 0千円

3,036,079千円

標準財政規模（ｅ）

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（ｄ）

特定財源（ｃ）

準元利償還金（ｂ）

令和２年度

令和２年度

令和２年度

令和２年度

令和２年度

平成30年度

計

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

令和元年度

実質公債費比率 ＝

　(元利償還金＋準元利償還金)－(特定財源＋

　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)
3.3%

　標準財政規模－

　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

の３ヶ年平均

項　目 年　度

平成30年度

元利償還金（ａ）

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

一時借入金利子

準元利償還金（ｂ）の内訳

満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還
とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業
債の償還に充てたと認められるもの
組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が
起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

平成30年度

令和元年度
実質公債費比率（単年度）

（ａ＋ｂ－ｃ－ｄ）/（ｅ－ｄ）
令和２年度

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

平成30年度

令和元年度
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【将来負担比率】

将来負担額（Ｅ）　－　充当可能財源等（Ｆ）

 標準財政規模（ア）　－

　 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（イ）

項　目 （Ｅ）将来負担額の内訳

① 一般会計等の地方債現在高

② 債務負担行為に基づく支出予定額

③
一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等
からの繰入見込額

④
当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体
からの負担見込額

⑤ 退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額

⑥
設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している
場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案し
た一般会計等の負担見込額

⑦ 連結実質赤字額

⑧ 組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負担見込額

計（①～⑧）

項　目 （Ｆ）充当可能財源等の内訳

ａ 充当可能基金額

ｂ 特定財源見込額

ｃ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

計（ａ～ｃ）

項　目 分　母

ア 標準財政規模

イ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

計（ア－イ）

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

将来負担比率　＝ －

令和２年度

53,371,508千円

839,869千円

32,695,353千円

39,167,553千円

6,472,200千円

0千円

92,496,641千円

202,050千円

10,576,444千円

92,419,697千円

9,655,390千円

令和２年度

0千円

66,779,005千円

28,079,679千円

271,201千円

15,141,192千円

令和２年度
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◆公営企業の経営の健全化
【資金不足比率】

資金の不足額

事業の規模

項　目

資金の不足額
（法適）

資金の不足額
（非法適）

事業の規模

◇水道事業

資金の不足額 　① 0千円

事業の規模○　 ② 2,585,848千円

①÷② －

◇下水道事業

資金の不足額 　① 0千円

事業の規模○　 ② 1,969,923千円

①÷② －

◇病院事業

資金の不足額 　① 0千円

事業の規模○　 ② 15,594,008千円

①÷② －

営業収益

資金不足比率　＝

内　容
一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額
（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高－
流動資産）－解消可能資金不足額
歳出額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高－（歳
入額－翌年度に繰り越すべき財源）－解消可能資金不足額
料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額
（営業収益－受託工事収益）

営業収益－受託工事収益

医業(営業)収益
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※参考
【資金剰余比率】

資金の剰余額

事業の規模

　※資金剰余額…資金不足額の算定の結果負数となった額

◇水道事業

資金の剰余額　 ① 1,955,025千円

事業の規模○　 ② 2,585,848千円

①÷② 75.60%

◇下水道事業

資金の剰余額　 ① 834,782千円

事業の規模○　 ② 1,969,923千円

①÷② 42.38%

◇病院事業

資金の剰余額　 ① 2,177,449千円

事業の規模○　 ② 15,594,008千円

①÷② 13.96%

営業収益

営業収益－受託工事収益

医業(営業)収益

資金剰余比率　＝

-7-



《資　料》
◇実質公債費比率の各数値積算根拠

１．元利償還金
令和２年度 令和元年度 平成30年度

5,655,549千円 5,583,290千円 5,710,577千円

２．準元利償還金

令和２年度 令和元年度 平成30年度

3,036,079千円 3,215,293千円 3,471,648千円

2,753,810千円 2,940,573千円 3,167,783千円

0千円 0千円 0千円

下水道事業会計 2,191,560千円 2,359,046千円

81,922千円

2,455,696千円

511,735千円 538,609千円 585,750千円

50,515千円 42,918千円 44,415千円

157,097千円 133,583千円 177,240千円

156,273千円 132,867千円 176,862千円

824千円 716千円 378千円

125,172千円 141,137千円 126,625千円

68,779千円 80,535千円 61,197千円

12,098千円 14,188千円 16,143千円

44,295千円 46,414千円 49,285千円

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

３．特定財源
令和２年度 令和元年度 平成30年度

1,345,630千円 1,243,140千円 1,203,431千円

0千円 0千円 0千円

8,937千円 9,267千円 9,142千円

31,475千円 34,296千円 39,690千円

1,305,218千円 1,199,577千円 1,154,599千円都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税

一般会計（繰上償還分除く）

社会福祉法人施設建設借入金の償還に対する補助分

損失補償又は保証に係る債務の履行に要する経費の支出
地方公共団体以外の者の債務を引き受けた場合における当該債務の履行に要する経費支出

土地開発公社依頼土地買戻に係る土地購入費分

一時借入金の利子

国や都道府県等からの利子補給額

公営住宅使用料

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金

中遠広域事務組合負担分

駐車場事業特別会計分

貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金

中東遠看護専門学校組合負担分

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金

水道事業会計分

病院事業会計分

（農業集落排水事業特別会計分）

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

（公共下水道事業特別会計分）
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◇将来負担比率の各数値積算根拠
１．将来負担額の積算根拠
（１）一般会計の地方債現在高

令和２年度 令和元年度 平成30年度
53,371,508千円 50,444,500千円 51,140,469千円

（２）債務負担行為に基づく支出予定額
令和２年度 令和元年度 平成30年度
839,869千円 893,743千円 964,008千円

863千円 1,726千円 2,589千円
1,810千円 2,715千円 3,620千円
4,675千円 5,610千円 6,545千円

262千円 490千円 718千円
0千円 0千円 0千円

6,600千円 8,800千円 11,000千円
23,963千円 25,806千円 27,650千円

864千円 1,008千円 1,152千円

105,984千円 112,608千円 119,232千円

2,965千円 3,434千円 3,896千円
13,104千円 14,196千円 14,333千円
20,830千円 22,566千円 23,000千円
14,189千円 15,371千円 15,667千円
5,640千円 5,953千円 -

77,520千円 82,365千円 87,210千円

児童福祉施設（仮称）かるみあ富丘　施設整備事業
補助金

32,286千円 - -

0千円 5,780千円 11,560千円
5,000千円 10,000千円 15,000千円

17,400千円 21,750千円 26,100千円
4,104千円 5,111千円 6,110千円

10,986千円 12,773千円 14,548千円
16,000千円 18,000千円 20,000千円
16,140千円 18,830千円 21,520千円
5,566千円 6,415千円 7,244千円

12,800千円 13,600千円 14,400千円
6,640千円 9,960千円 13,280千円

19,500千円 21,000千円 22,500千円
36,820千円 39,450千円 42,080千円

31,350千円 34,200千円 37,050千円

35,700千円 39,270千円 42,840千円
26,400千円 28,050千円 30,000千円
8,000千円 8,500千円 9,000千円

40,000千円 40,000千円 -

30,000千円 - -

55,535千円 67,019千円 80,405千円
平成17年度以前 農道舗装事業に係る損失補償 0千円 2,294千円 7,437千円
平成19年度 農道舗装事業に係る損失補償 3,784千円 5,631千円 7,449千円
平成20年度 農道舗装事業に係る損失補償 4,880千円 6,456千円 8,007千円
平成21年度 農道舗装事業に係る損失補償 5,376千円 6,665千円 7,931千円
平成24年度 農道舗装事業に係る損失補償 4,860千円 5,530千円 6,194千円
平成25年度 農道舗装事業に係る損失補償 10,640千円 11,911千円 13,170千円
平成26年度 農道舗装事業に係る損失補償 6,436千円 7,129千円 7,817千円
平成27年度 農道舗装事業に係る損失補償 10,103千円 11,103千円 12,100千円
平成28年度 農道舗装事業に係る損失補償 9,456千円 10,300千円 10,300千円
平成29年度 農道舗装事業に係る損失補償 0千円 0千円 0千円

150,373千円 191,387千円 233,759千円
農道舗装事業に係る損失補償［旧福田町］ 94,878千円 126,470千円 159,576千円
農道舗装事業に係る損失補償［旧竜洋町］ 55,495千円 64,917千円 74,183千円

学校及び児童福祉施設　龍の子幼稚園　施設整備事業補助金

児童福祉施設　（仮称）広瀬こども園施設整備事業補助金

児童福祉施設　豊田みなみ保育園　施設整備事業補助金

児童福祉施設　（仮称）聖隷こども園富丘【こうのとり富
丘】施設整備事業補助金

かんがい排水事業に係る損失補償

一般会計

児童福祉施設 こうのとり豊田保育園施設整備事業補助金

児童福祉施設 西貝保育園施設整備事業補助金

児童福祉施設 いずみ第二保育園施設整備事業補助金
児童福祉施設 こうのとり東保育園施設整備事業補助金

農道舗装事業に係る損失補償

児童福祉施設 いずみ保育園施設整備事業補助金

多機能型施設 おおふじ学園改築整備事業補助金

児童福祉施設 中泉保育園施設整備事業補助金

生活介護事業所 風の森施設整備事業補助金

特別養護老人ホーム 白寿園建設事業補助金
児童福祉施設 こうのとり保育園施設整備事業補助金
児童福祉施設 みなみしま保育園施設整備事業補助金

障害児者支援施設　聖隷ぴゅあセンター磐田(児童発達
支援センター部分)　施設整備事業補助金

障害者支援施設　グループホームたいよう　施設整備事業補助金

知的障害者授産施設 セルプ松ぼっくり施設整備事業補助金
知的障害者授産施設 あおばのさと施設整備事業補助金

障害児者支援施設　聖隷ぴゅあセンター磐田(障害者就
労支援事業所部分)　施設整備事業補助金
障害者支援施設　松ぼっくり(従たる事業所)　施設整備事業補助金

知的障害者更正施設 緑ケ丘学園施設整備事業補助金
知的障害者通所更正施設 そるとぽっと施設整備事業補助金
知的障害者通所授産施設 なごみかぜ施設整備事業補助金

児童福祉施設　バディ保育園　施設整備事業補助金

児童福祉施設 いずみ第３保育園施設整備事業補助金
児童福祉施設 とみがおか保育園施設整備事業補助金
児童福祉施設 ひまわり保育園施設整備事業補助金

障害者支援施設 サンサンいわた東原施設整備事業補助金

障害者支援施設　あにまぁと　施設整備事業補助金
障害者支援施設　えひめ　施設整備事業補助金
障害者支援施設　あぼかど　施設整備事業補助金

児童福祉施設 （仮称）西貝第二保育園【風の森保育
園】保育園施設整備事業補助金
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（３）一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

（４）当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担見込額
令和２年度 令和元年度 平成30年度
271,201千円 376,449千円 431,468千円

組合名称
令和２年度末
地方債現在高

一般会計等の
負担見込額割合

一般会計等にお
ける負担見込額

一般会計等にお
ける負担見込額

一般会計等にお
ける負担見込額

中遠広域事務組合 504,358千円 0.505 254,701千円 359,157千円 431,468千円
中東遠看護専門学校組合 46,875千円 0.352 16,500千円 17,292千円 7,545千円

（５）退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額
令和２年度 令和元年度 平成30年度

9,655,390千円 9,696,461千円 9,638,903千円
8,451,902千円 8,501,655千円 8,463,430千円
1,182,068千円 1,177,402千円 1,166,771千円

21,420千円 17,404千円 8,702千円

法人名 損失補償付債務 算入率 令和２年度 令和元年度 平成30年度
磐田原総合開発（株） 224,500千円 90.0% 202,050千円 178,850千円 176,750千円

一般職（基本額）の負担見込額
一般職（調整額）の負担見込額
特別職（市⾧・副市⾧・教育⾧）の負担見込額

※ 一般会計等における負担見込額については、その企業の経常利益の有無により、令和２年度末企業債残高に３ヶ年平均の率を乗
じた額か、令和２年度末企業債残高に対して見込んだ繰出基準額のどちらかの額を算入。
ただし、駐車場事業は、現状の経営状態等を勘案し、元金全額を一般会計等における負担見込額とする。

（６）設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状
況を勘案した一般会計等の負担見込額

令和２年度 令和元年度 平成30年度

28,079,679千円 29,962,828千円 31,797,965千円

事業名称 年度
当該年度の準元
利償還金算入額

（ａ）

当該年度の企業
債元利償還金

（ｂ）
ａ/ｂ

３ヶ年
平　均
（ｃ）

Ｒ２年度末
企業債残高

（ｄ）

一般会計等にお
ける負担見込額
(ｃ×ｄ or ｅ)

一般会計等にお
ける負担見込額
(ｃ×ｄ or ｅ)

一般会計等にお
ける負担見込額
(ｃ×ｄ or ｅ)

Ｈ30 0千円 610,311千円 0.000 7,138,890千円

Ｒ１ 0千円 625,056千円 0.000 （繰出基準額（ｅ））

Ｒ２ 0千円 645,257千円 0.000 0千円

Ｈ30 2,537,618千円 3,351,647千円 0.757 29,489,755千円

Ｒ１ 2,359,046千円 3,225,691千円 0.731 （繰出基準額（ｅ））

Ｒ２ 2,191,560千円 3,097,559千円 0.708 18,912,225千円

Ｈ30 585,750千円 1,590,088千円 0.368 10,344,836千円

Ｒ１ 538,609千円 1,582,328千円 0.340 （繰出基準額（ｅ））

Ｒ２ 511,735千円 1,747,027千円 0.293 6,139,525千円

Ｈ30 44,415千円 62,702千円 0.708 353,654千円

Ｒ１ 42,918千円 62,702千円 0.684 （繰出基準額（ｅ））

Ｒ２ 50,515千円 62,702千円 0.806 44,200千円

0千円

21,586,500千円

6,139,525千円

353,654千円駐車場事業 408,493千円

0.000 0千円

6,476,332千円

0千円

7,098,228千円

462,252千円

水道事業

下水道事業 0.732 23,078,003千円

0.334

0.733

24,237,485千円

病院事業
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２．充当可能財源等の積算根拠
（１）充当可能基金額

令和２年度 令和元年度 平成30年度
15,141,192千円 15,394,035千円 16,070,363千円

現金・預金 有価証券 合計 合計 合計

5,774,831千円 1,595,472千円 7,370,303千円 8,255,731千円 7,856,171千円

468,587千円 200,000千円 668,587千円 568,896千円 711,297千円

3,000千円 3,000千円 3,000千円 3,000千円

17,623千円 17,623千円 14,488千円 11,438千円

8,441千円 8,441千円 12,638千円 16,826千円

10,656千円 10,656千円 10,655千円 10,653千円

72,545千円 499,910千円 572,455千円 569,113千円 565,761千円

68千円 68千円 4,732千円 314,664千円

1,180,991千円 1,180,991千円 1,205,784千円 1,191,702千円

1,633,229千円 100,000千円 1,733,229千円 3,976,096千円 4,143,444千円

3,330,713千円 200,000千円 3,530,713千円 749,022千円 1,019,906千円

16,000千円 16,000千円 16,000千円 16,000千円

24,626千円 24,626千円 7,880千円

4,500千円 4,500千円

（２）特定財源見込額
令和２年度 令和元年度 平成30年度

10,576,444千円 10,361,702千円 10,725,925千円
令和２年度末
起 債 残 高

過去3ヶ年
平均充当率

歳入見込額 歳入見込額 歳入見込額

－ － 0千円 9,065千円 10,866千円

55,995千円 － 55,995千円 63,461千円 70,927千円

235,264千円 0.650 152,922千円 166,910千円 190,731千円

25,102,972千円 0.413 10,367,527千円 10,122,266千円 10,453,401千円

都市計画事業に係る地方債現在高 4,402,781千円 － － － －

　
公営企業等に係る地方債の元金償還額
に対する一般会計等からの繰入額

20,700,191千円 － － － －

ふるさと応援基金
※経済変動対策貸付資金利子補給事業基金（Ｒ２～）は、基金残高と同額を「要返還額（3）」としているため、この表では充当可能基金合計額には含めない

公営住宅使用料

都市計画税収

元利償還金のうち元金に係るもの

住宅新築貸付金元金償還金

都市開発資金貸付金元金償還金

区分

財政調整基金

しっぺいこども福祉基金

社会教育振興基金

津波対策事業基金

文化振興基金

学術交流振興基金

森林環境整備基金

国民健康保険高額療養費貸付基金

遠江国分寺跡史跡整備基金

職員退職手当基金

国民健康保険事業基金

介護給付費準備基金

公共施設整備基金
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